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平成 25年度宅建本試験 

 

【問 １】次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識が真実に反する錯誤に基づく意思表示は、その

錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであるときは、その事情が法律行為の基

礎とされていることが表示されていない場合であっても、取り消すことができる。 

２ 贈与者は、贈与の目的である物又は権利を、贈与の目的として特定した時の状態で引き渡し、又は移転す

ることを約したものとみなす。 

３ 引き渡された目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないものであるときは、履行の追

完が可能な場合であっても、買主は、売主に対し、履行の追完の催告をすることなく、その不適合の程度に

応じて代金の減額を請求することができる。 

４ 定型取引とは、ある特定の者が不特定多数の者を相手方として行う取引であって、その内容の全部又は一

部が画一的であることがその双方にとって合理的なものをいい、この定型取引において、契約の内容とする

ことを目的としてその特定の者により準備された条項の総体を約款という。 

 

 

 

 

 

【問 ２】未成年者に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 父母とまだ意思疎通することができない乳児は、不動産を所有することができない。 

２ 営業を許可された未成年者が、その営業のための商品の仕入れる売買契約を有効に締結するには、父母双

方がいる場合、父母のどちらか一方の同意が必要である。 

３ 男は 18歳に、女は 16歳になれば婚姻することができるが、父母双方がいる場合には、必ず父母双方の同

意が必要である。 

４ Ａが死亡し、Ａの妻Ｂと嫡出でない未成年の子ＣとＤが相続人となった場合に、ＣとＤの親権者である母

ＥがＣとＤを代理してＢとの間で遺産分割協議を行っても、有効な追認がない限り無効である。 

 

 

 

 

 

【問 ３】甲土地の所有者Ａが、他人が所有している土地を通行することに関する次の記述のうち、民法の規

定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 甲土地が他の土地に囲まれて公道に通じない場合、Ａは、公道に出るために甲土地を囲んでいる他の土地

を自由に選んで通行できるわけではない。 

２ 甲土地が共有物分割によって公道に通じなくなった場合、Ａは、公道に出るために、通行のための償金を

支払うことなく、他の分割者の土地を通行することができる。 

３ 甲土地が公道に通じているか否かに関わらず、他人が所有している土地を通行するために当該土地の所

有者と賃貸借契約を締結した場合、Ａは当該土地を通行することができる。 

４ 甲土地の隣接地の所有者が自らが使用するために当該隣接地内に通路を開設し、Ａもその通路を使用し

続けると、甲土地が公道に通じていない場合には、Ａは隣接地に関して時効によって通行地役権を取得する

ことがある。 
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【問 ４】留置権に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 建物の賃借人が賃貸人の承諾を得て建物に付加した造作の買取請求をした場合、賃借人は、造作買取代金

の支払いを受けるまで、当該建物を留置することができる。 

２ 不動産が二重に売買され、第２の買主が先に所有権移転登記を備えたため、第１の買主が所有権を取得で

きなくなった場合、第１の買主は、損害賠償を受けるまで当該不動産を留置することができる。 

３ 建物の賃貸借契約が賃借人の債務不履行により解除された後に、賃借人が建物に関して有益費を支出し

た場合、賃借人は、有益費の償還を受けるまで当該建物を留置することができる。 

４ 建物の賃借人が建物に関して必要費を支出した場合、賃借人は、建物所有者ではない第三者が所有する敷

地を留置することはできない。 

 

 

 

 

 

【問 ５】抵当権に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 債権者が抵当権の実行として担保不動産の競売手続をする場合には、被担保債権の弁済期が到来してい

る必要があるが、対象不動産に関して発生した賃料債権に対して物上代位をし、これにより弁済を受ける場

合には、被担保債権の弁済期が到来している必要はない。 

２ 抵当権の対象不動産が借地上の建物であった場合、特段の事情がない限り、抵当権の効力は当該建物のみ

ならず借地権についても及ぶ。 

３ 対象不動産について第三者が不法に占有している場合、抵当権は、抵当権設定者から抵当権者に対して占

有を移転させるものではないので、事情にかかわらず抵当権者が当該占有者に対して妨害排除請求をするこ

とはできない。 

４ 抵当権について登記がされた後は、抵当権の順位を変更することはできない。 

 

 

 

 

 

【問 ６】Ａ銀行のＢに対する貸付債権 1,500 万円につき、ＣがＢの委託を受けて全額について連帯保証を

し、Ｄ及びＥは物上保証人として自己の所有する不動産にそれぞれ抵当権を設定していた場合、次の記述のう

ち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ ＣがＡ銀行に対して債権全額について保証債務を履行した場合、Ｃは、Ｄ及びＥの各不動産に対する抵当

権を実行して 1,500万円を回収することができる。 

２ Ａ銀行がＤの不動産の抵当権を実行して債権全額を回収した場合、ＤはＣに対して、1,000万円を限度と

して求償することができる。 

３ 第三者がＤの所有する担保不動産を買い受けた後、ＣがＡ銀行に対して債権全額を弁済した場合、Ｃは、

代位の付記登記をしなければ、当該第三者に対してＡ銀行に代位することができない。 

４ Ｅの担保不動産を買い受けた第三者がＡ銀行に対して債権全額を弁済した場合、当該第三者は、Ｃに対し

て、弁済した額の一部を求償することができる。 
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【問 ７】次の１から４までの記述のうち、民法の規定及び下記判決文によれば、誤っているものはどれか。 

（判決文） 

 期間の定めのある建物の賃貸借において、賃借人のために保証人が賃貸人との間で保証契約を締結した場

合には、反対の趣旨をうかがわせるような特段の事情のない限り、保証人が更新後の賃貸借から生ずる賃借人

の債務についても保証の責めを負う趣旨で合意がされたものと解するのが相当であり、保証人は、賃貸人にお

いて保証債務の履行を請求することが信義則に反すると認められる場合を除き、更新後の賃貸借から生ずる

賃借人の債務についても保証の責めを免れないというべきである。 

 

１ 保証人が期間の定めのある建物の賃借人のために保証契約を締結した場合は、賃貸借契約の更新の際に

賃貸人から保証意思の確認がなされていなくても、反対の趣旨をうかがわせるような特段の事情がない限

り、更新後の賃借人の債務について保証する旨を合意したものと解される。 

２ 期間の定めのある建物の賃貸借の賃借人のための保証人が更新後の賃借人の債務についても保証の責任

を負う趣旨で合意した場合には、賃借人の未払賃料が１年分に及んだとしても、賃貸人が保証債務の履行を

請求することが信義則に反すると認められる事情がなければ、保証人は当該金額の支払義務を負う。 

３ 期間の定めのある建物の賃貸借の賃借人のための保証人が更新後の賃借人の債務についても保証の責任

を負う場合、更新後の未払賃料について保証人の責任は及ぶものの、更新後に賃借人が賃借している建物を

故意又は過失によって損傷させた場合の損害賠償債務には保証人の責任は及ばない。 

４ 期間の定めのある建物の賃貸借の賃借人のための保証人が更新後の賃借人の債務についても保証の責任

を負う旨の合意をしたものと解される場合であって、賃貸人において保証債務の履行を請求することが信義

則に反すると認められるときには、保証人は更新後の賃借人の債務について保証の責任を負わない。 

 

 

 

 

【問 ８】次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 倒壊しそうなＡ所有の建物や工作物について、Ａが倒壊防止の措置をとらないため、Ａの隣に住むＢがＡ

のために最小限度の緊急措置をとったとしても、Ａの承諾がなければ、Ｂはその費用をＡに請求することは

できない。 

２ 建物所有を目的とする借地人は、特段の事情がない限り、建物建築時に土地に石垣や擁壁の設置、盛土や

杭打ち等の変形加工をするには、必ず賃貸人の承諾を得なければならない。 

３ 建物の賃貸人が必要な修繕義務を履行しない場合、賃借人は目的物の使用収益に関係なく賃料全部の支

払を拒絶することができる。 

４ 建物の賃貸人が賃貸物の保存に必要な修繕をする場合、賃借人は修繕工事のため使用収益に支障が生じ

ても、これを拒むことはできない。 

 

 

 

【問 ９】Ａに雇用されているＢが、勤務中にＡ所有の乗用車を運転し、営業活動のため顧客Ｃを同乗させて

いる途中で、Ｄが運転していたＤ所有の乗用車と正面衝突した（なお、事故についてはＢとＤに過失がある。）

場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ Ａは、Ｃに対して事故によって受けたＣの損害の全額を賠償した。この場合、Ａは、ＢとＤの過失割合に

従って、Ｄに対して求償権を行使することができる。 

２ Ａは、Ｄに対して事故によって受けたＤの損害の全額を賠償した。この場合、Ａは、被用者であるＢに対

して求償権を行使することはできない。 

３ 事故によって損害を受けたＣは、ＡとＢに対して損害賠償を請求することはできるが、Ｄに対して損害賠

償を請求することはできない。 

４ 事故によって損害を受けたＤは、Ａに対して損害賠償を請求することはできるが、Ｂに対して損害賠償を

請求することはできない。 
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【問 10】婚姻中の夫婦ＡＢ間には嫡出子ＣとＤがいて、Ｄは既に婚姻しており嫡出子Ｅがいたところ、Ｄは

平成 25年 10月１日に死亡した。他方、Ａには離婚歴があり、前の配偶者との間の嫡出子Ｆがいる。Ａが平成

25年 10月２日に死亡した場合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ Ａが死亡した場合の法定相続分は、Ｂが２分の１、Ｃが５分の１、Ｅが５分の１、Ｆが 10分の１である。 

２ Ａが生前、Ａ所有の全財産のうち甲土地についてＣに相続させる旨の遺言をしていた場合には、特段の事

情がない限り、遺産分割の方法が指定されたものとして、Ｃは甲土地の所有権を取得するのが原則である。 

３ Ａが生前、Ａ所有の全財産についてＤに相続させる旨の遺言をしていた場合には、特段の事情がない限り、

Ｅは代襲相続により、Ａの全財産について相続するのが原則である。 

４ Ａが生前、Ａ所有の全財産のうち甲土地についてＦに遺贈する旨の意思表示をしていたとしても、Ｆは相

続人であるので、当該遺贈は無効である。 

 

 

 

 

 

【問 11】Ａは、Ａ所有の甲建物につき、Ｂとの間で期間を 10年とする借地借家法第 38条第 1項の定期建物

賃貸借契約を締結し、Ｂは甲建物をさらにＣに賃貸（転貸）した。この場合に関する次の記述のうち、民法及

び借地借家法の規定並びに判例によれば、正しいものはどれか。 

１ ＢがＡに無断で甲建物をＣに転貸した場合には、転貸の事情のいかんにかかわらず、ＡはＡＢ間の賃貸借

契約を解除することができる。 

２ Ｂの債務不履行を理由にＡが賃貸借契約を解除したために当該賃貸借契約が終了した場合であっても、

ＢがＡの承諾を得て甲建物をＣに転貸していたときには、ＡはＣに対して甲建物の明渡しを請求することが

できない。 

３ ＡＢ間の賃貸借契約が期間満了で終了する場合であっても、ＢがＡの承諾を得て甲建物をＣに転貸して

いるときには、ＢのＣに対する解約の申入れについて正当な事由がない限り、ＡはＣに対して甲建物の明渡

しを請求することができない。 

４ ＡＢ間の賃貸借契約に賃料の改定について特約がある場合には、経済事情の変動によってＢのＡに対す

る賃料が不相当となっても、ＢはＡに対して借地借家法第 32 条第 1項に基づく賃料の減額請求をすること

はできない。 

 

 

 

 

 

【問 12】賃貸借契約に関する次の記述のうち、民法及び借地借家法の規定並びに判例によれば、正しいもの

はどれか。 

１ ゴルフ場経営を目的とする土地賃貸借契約については、対象となる全ての土地について地代等の増減額

請求に関する借地借家法第 11条の規定が適用される。 

２ 借地権の存続期間が満了する際、借地権者の契約の更新請求に対し、借地権設定者が遅滞なく異議を述べ

た場合には、借地契約は当然に終了する。 

３ 二筆以上ある土地の借地権者が、そのうちの一筆の土地上に登記ある建物を所有し、登記ある建物がない

他方の土地は庭として使用するために賃借しているにすぎない場合、登記ある建物がない土地には、借地借

家法第 10条第１項による対抗力は及ばない。 

４ 借地権の存続期間が満了する前に建物が滅失し、借地権者が残存期間を超えて存続すべき建物を建築し

た場合、借地権設定者が異議を述べない限り、借地権は建物が築造された日から当然に 20年間存続する。 
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【問 13】建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 区分所有者の承諾を得て専有部分を占有する者は、会議の目的たる事項につき利害関係を有する場合に

は、集会に出席して議決権を行使することができる。 

２ 区分所有者の請求によって管理者が集会を招集した際、規約に別段の定めがある場合及び別段の決議を

した場合を除いて、管理者が集会の議長となる。 

３ 管理者は、集会において、毎年一回一定の時期に、その事務に関する報告をしなければならない。 

４ 一部共用部分は、区分所有者全員の共有に属するのではなく、これを共用すべき区分所有者の共有に属す

る。 

 

 

 

 

 

【問 14】不動産の登記に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 所有権の登記名義人が表示に関する登記の申請人となることができる場合において、当該登記名義人に

ついて相続その他の一般承継があったときは、相続人その他の一般承継人は、当該表示に関する登記を申請

することができる。 

２ 共有物分割禁止の定めに係る権利の変更の登記の申請は、当該権利の共有者である全ての登記名義人が

共同してしなければならない。 

３ 敷地権付き区分建物の表題部所有者から所有権を取得した者は、当該敷地権の登記名義人の承諾を得る

ことなく、当該区分建物に係る所有権の保存の登記を申請することができる。 

４ 所有権に関する仮登記に基づく本登記は、登記上の利害関係を有する第三者がある場合には、当該第三者

の承諾があるときに限り、申請することができる。 


